





























































れ204万 6 千人から210万 7 千人、そして229万 4 千人へと徐々に上昇していた。2004年の






























































1992 1994 1996 1998
図 1　EU、米国、日本における失業率の推移（1976-98）
出所：European Commission, 1999, Employment in Europe, 1999, p.19.より作成
めることで競争力を高めること、また失業者への所得保障から積極的労働市場政策へ移行























ベーションやローカルな公共交通機関の整備など）と環境保護の 2 つがあり、これら 3 つ
の分野をあわせて、共同体内で新しく300万の雇用を生み出すことができるとされた（Com-
















の発展」「適応力（Adaptability）の奨励」「機会均等（Equal opportunity）の強化」の 4 項目に分
けて、加盟国がとるべき政策が示された（濱口 1999 : 65）。「各加盟国は、毎年行動計画と実






















Charter of the Fundamental Social Rights of Workers）の序文で「社会的排除」の概念が取り上げら
れ、「連帯の精神からみるなら、社会的排除と闘うことは重要である」とされた。また、















































出所：Duncan Gallie, Serge Paugam, 2002, Social Precarity and Social Integration, Eurobarometer 56.1, p.19より作成

































出所：Duncan Gallie, Serge Paugam, 2002, Social Precarity and Social Integration, Eurobarometer 56.1, p.19より作成




















して掲げようとする」（濱口 1999 : 65）路線が提示された。
その後、1997年 3 月に欧州委員会は「EUにおける社会保障の近代化と改善」（COM (97) 102）
を発表し、「生産要素としての社会保障」という立場を示し、より「雇用親和的」（Employ-






































































場合女性であり、特に女性移住労働者であることが多い（Oso Casas & Garson 2005, UN










外国人 国民 外国人 国民
スペイン 27.1 6.9 36.0 4.6
フランス 14.7 3.5 21.1 3.8
ギリシャ 35.0 1.5 42.4 1.3
イタリア 10.3 2.3 27.9 1.6
イギリス 3.7 1.1 3.1 0.6






































































































2012 : 20）。Chaise 2008 も参照。
７）「排除」という概念が一般に広く普及する契機となったのは、1988年12月に創設された「参入最低所
得」（RMI）という制度だった。
８）「貧困調査プログラム3」<Poverty 3> （1989～1994）は、予算が5500万ECUと、<Poverty 1>（1975～1980）
の2000万ECU、<Poverty 2>（1985～1989）の2900万ECUのよりも大幅に増額され進められた（Mc
Keown 1993 : 3）。バラ＆ラペール 2005 : 7-8も参照。
９）European Commission, 1992, Towards a Europe of Solidarity: Intensifying the Fight against Social Exclusion,










12）European Parliament resolution on regulating domestic help in the informal sector (2000/2021(INI)).フランス
語では「インフォーマル経済における家事労働のノーマライゼーションに関する欧州議会決議」








15）European Parliament resolution of 19 October 2010 on precarious women workers (2010/2018(INI)).






18）Commission communication of 24 May 2006 ‘Promoting decent work for all - The EU contribution to the imple-
mentation of the decent work agenda in the world’ (COM(2006)0249).
19）European Parliament resolution of 23 May 2007 on promoting decent work for all (2006/2240(INI)).
20）2008年3月に開かれた第301回ILO理事会で、第99回ILO総会で議題として取り上げることを決定した。
21）欧州議会はILO条約第189号と勧告第201号の採択に先立ち、同条約と勧告を高く評価し、支援すると
して2011年5月12日に決議を採択している（European Parliament resolution of 12 May 2011 on the pro-
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